
河内長野市中小企業・小規模企業振興基本条例  

令和６年１２月１９日  

河内長野市条例第４１号  

    

本市は、高野街道をはじめとする幾つもの街道が交わっているこ

とから、交通の要衝として栄え、豊かな自然とともに数多くの歴史・

文化財を有するまちとして栄えてきた。また、鋳物やすだれ、爪楊

枝など、長い歴史と実績を有する地場産業が根付いており、現代に

受け継がれるとともに、商業、工業及び農林業を軸として、地場産

業を発展させてきた。  

 本市が持続的に発展するためには、このような豊かな自然や歴史

遺産をはじめとする資源を最大限に活用し、地場産業の中心となる

中小企業の活力を維持及び強化していく必要があり、官民一体とな

ってまちの活性化を図っていくことが重要である。  

本市は、中小企業の振興を市政の重要課題と位置づけ、施策を総

合的に推進することにより、中小企業の活性化及び雇用機会の拡大

を図り、市民にとって豊かで暮らしやすいまちを実現するため、こ

の条例を制定する。  

（目的）  

第１条  この条例は、中小企業及び小規模企業 (以下これらを「中小

企業等」という。)が地域経済において果たす役割の重要性に鑑み、

市の責務、中小企業者及び小規模企業者 (以下これらを「中小企業

者等」という。)の努力等について明らかにするとともに、中小企



業等の振興に関する基本方針を定めることにより、地域経済の発

展、市民生活の向上及びまちの魅力の創出を図り、もってにぎわ

いのあるまちの実現に資することを目的とする。  

（定義 ) 

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。  

(1) 中小企業者  中小企業基本法 (昭和３８年法律第１５４号 )第

２条第１項各号に掲げる者であって、本市の区域内に事務所又

は事業所を有するものをいう。  

(2) 小規模企業者  中小企業基本法第２条第５項に規定する者で

あって、本市の区域内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(3) 大企業者  中小企業者等以外の者であって、本市の区域内に事

務所又は事業所を有するものをいう。  

(4) 商工業団体  商工会、商店会その他の本市における商業又は工

業の振興を図ることを目的に支援を行う団体をいう。  

(5) 教育・研究機関  学校教育法 (昭和２２年法律第２６号 )第１条

に規定する学校及び産業の振興に資する教育又は調査研究を行

う機関をいう。  

（中小企業等振興の基本方針）  

第３条  中小企業等の振興は、中小企業者等の創意工夫及び自主的

な努力を基本とし、市、大企業者、商工業団体、金融機関 (信用保

証協会を含む。以下同じ。)及び教育・研究機関が、それぞれの責

務又は役割を果たし、相互に連携しながら市民の理解と協力の下



で推進するものとする。  

２  中小企業等の振興は、次に掲げる事項を基本として行うものと

する。  

(1) 商工業の経営基盤の強化及び経営革新の促進  

(2) 中小企業等の創業又は新たな事業の創出の促進  

(3) 地域資源を生かした地域及び商店街活性化の促進  

(4) 中小企業等の新技術及び新商品の創出   

(5) 商工業の事業活動を担う人材の確保  

(6) 商工業の事業活動を担う人材の育成及び事業継承の促進  

(7) 商工業、農林業、観光業等の相互連携及び交流の促進  

(8) 産学官金の連携による地域活性化の推進  

(9) 企業立地の促進  

（中小企業者等の努力）  

第４条  中小企業者等は、その事業を行うにあたっては、経済的又

は社会的な環境変化に応じて、経営の向上及び改善、雇用機会の

確保、人材の育成及び従業員の福利厚生の充実に努めるものとす

る。  

２  中小企業者等は、本市の区域内で流通し、又は提供される商品

等を積極的に利用することで、その事業活動を通じて地域の活性

化に資するよう努めるものとする。  

３  中小企業者等は、商工業団体への加入に努め、市又は商工業団

体が行う商工業の振興のための事業に参加し、又は協力するよう

努めるものとする。  



４  中小企業者等は、その事業活動を行うときは、地域社会の一員

としての社会的責任を自覚し、地域社会との調和を図り、かつ、

地域社会に貢献するよう努めるものとする。  

（市の責務）  

第５条  市は、第３条に定める基本方針 (以下「基本方針」という。)

にのっとり、中小企業等の振興に関する施策 (以下「振興施策」と

いう。 )を実施するものとする。  

２  市は、振興施策の実施にあたり、国、大阪府その他地方公共団

体、大企業者、商工業団体、金融機関及び教育・研究機関との連

携に努めるものとする。  

３  市は、振興施策を実施するため、必要な財政上の措置を講ずる

よう努めるものとする。  

４  市は、振興施策の策定に当たっては、中小企業者等の意見を反

映させるため、情報の提供及び意見の交換に努めるものとする。  

５  市は、振興施策の実施に当たり、必要な計画等を別に定めるこ

とができる。  

（大企業者の役割 ) 

第６条  大企業者は、基本方針におけるその社会的責任を自覚し、

地域に貢献するための必要な措置を講ずるとともに、振興施策に

協力するよう努めるものとする。  

２  大企業者は、その地域社会における存在の意義を認識し、商工

業団体への加入に努めるものとする。  

（商工業団体の役割 ) 



第７条  商工業団体は、基本方針におけるその社会的役割を自覚し、

当該団体に加入する中小企業者等を支援するとともに、振興施策

に協力するよう努めるものとする。  

２  商工業団体は、積極的に組織の強化を図り、中小企業等の振興

に関する地域社会への影響力を強めるよう努めるものとする。  

（金融機関の役割）  

第８条   金融機関は、基本方針におけるその社会的役割を自覚し、

中小企業等の資金の需要に対して適切に対応することにより、経

営の改善及び向上に関する支援を行うとともに、振興施策に協力

するよう努めるものとする。  

２   金融機関は、中小企業等の経営力を高めるため、その新規の取

引先の開拓、商談機会の提供、研修の実施等の総合的な支援を行

うよう努めるものとする。  

（教育・研究機関の役割）  

第９条  教育・研究機関は、基本方針におけるその社会的役割を自

覚し、研究成果の普及並びに中小企業等が行う研究開発、技術の

向上及び人材の育成に対する協力その他の必要な支援を行うとと

もに、振興施策に協力するよう努めるものとする。  

２   教育・研究機関は、教育活動を通じて勤労及び職業に対する意

識の向上に努めるとともに、育成した人材が中小企業等において

活躍する機会を得ることができるよう情報の収集及び提供に努め

るものとする。  

（市民の理解及び協力）  



第１０条  市民は、基本方針を理解し、中小企業等の健全な発展に

協力するよう努めるものとする。  

附  則  

この条例は、令和６年１２月１９日から施行する。  

 

 

 


